
は し が き

本書で対象 とする内容 は，道路交通を主体 とす るものである。道路交通 に関

連 して日ごろの日常生活において身近に経験する問題 には，交通渋滞，交通事

故そしていわゆる交通公害などがあり，そのいずれに対 しても早急にして適切

な対応が望 まれている。すなわち道路利用者 にとって円滑 ・安全 ・快適な道路

交通環境 を確保するとともに，それらの交通施設が存する地域周辺の人々にと

ってそれ ら施設 による便益性が確保 され，かつ交通公害な どの負の影響ができ

るだけ少なくなるような対策の実施が必要 となる。交通工学の役割 はこれ らへ

の適切な対応つまりは道路交通施設の適切な整備 と利用を図るための基礎的な

知識 ・技術を提供することにある。本書において も，関連する基礎的な知識 ・

技術についてはできる限 り大 きな漏れがないような記述をするように努めた。

しかし，現在 までに蓄積 ・開発 された知識 ・技術体系において，現在起 こっ

ている各種の道路交通問題の解決のための定石的な切 り札がつねに存在すると

は限 らない。 このことは，複数の主体間でその価値観に差異があること，交通

その ものが基本的に社会 ・経済そして文化活動に関連 した派生需要であ り道路

交通工学技術 のみではその問題 に対応 し切れない局面が存在することなどを想

起することで も十分理解できよう。実際場面において迫 られる具体的な対応に

っいても適切 な紹介がで きればよかったが，多岐多様 にわたる実践的側面の強

い内容でもあることから，本書 においてはきわめて限定的な例示に留めた。

最初に述べたように，本書の内容は道路交通工学であるが， その書名 として

たんに交通工学 としているのは従来よりトラフィックエンジニア リングつまり

交通工学 という名称 は道路交通工学について用いられてきていることによる。

本書の執筆 を引 き受 けて後，多 くの歳月が経過 してしまった。出版の遅れは

偏に著者の事情 によるものであるが， この間出版 までの煩雑な作業に協力頂 い

たコロナ社の方々に深甚なる謝意 を表 したい。

1993年 夏 大 蔵 泉
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第1章

序 論

1.1交 通

交通 とは，人や物が意図をもって空間的に移動することをいう。広義には，

情報の移動 ・伝達 も含められるが，通常 これは通信 と称され，狭義の交通 とは

区別がなされている。

この交通を構成する要素 としては，対象つまり移動の主体，交通手段 （交通

具），交通路の三つがあり，これを交通の3要 素 と称 している。なお，これ らの

要素 に運転者 を加え，4要 素 とする考え方 もある。移動を行 うか らには人の何

らかの意図 を伴 うわけであ り，その意図のもとに移動する主体 として，人 と物

がある。交通手段は交通のための道具であり，動力を有するものを通常，交通

機関 という。交通具を伴わない交通 は徒歩のみである。また，交通路 とは交通

具 を移動 させるための線状空間 もしくは施設であ り，通路 または路線 と中継施

設がある。通路 ・移動空間 としては，道路，鉄道線路，運河，航路，航空路な

どがある。 また中継施設 は通路上に設けられ，異種交通手段の接続などが行わ

れる場所であ り，交通結節点，あるいはター ミナル施設 とも称される。この施

設 としては，駐車場，駅， トラックター ミナル，港湾，空港などがある。

これ ら3要 素の内容 を個別にあるいは組合せ として特定することによって，

多岐多様にわたる交通の側面を具体化することができる。よく用いられる分類

の視点を例示してみる とつぎのようになろう。

・交通主体の目的 ：通勤交通，業務交通，余暇交通など
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・主体 の移 動範 囲 ：国際交通
，広域交通 ，都 市圏 内交通，地 区内交通 な ど

・交通手段 と交通路 の種類 ：道路交通
， 鉄道交通 な ど

・交通路 の存在空 間 ：陸上交 通，海上交 通，航空 交通

1.2交 通 工 学 の 定 義 と本 書 の 立 場

本書 で対 象 とす る学 問分野 のわが国 にお ける歴史 は浅 く， アメ リカで発達 し

て きた “Traffic Engineering” が わが 国に導入 された1950年 代 前半 の ころが，

わが 国での交通工学 の黎明期 とい って よいで あろ う。

アメ リカの交通工 学研究会 （Institute of Traffic Engineers，1930年 設 立 ）

で は，Traffic Engineeringを “人お よび物 の安全，効 率的か つ便 利 な動 きを達

成す るための道路 お よび街路 の計画，幾何 （構造 ）設計 ，交通運 用， ネ ッ トワー

ク， ター ミナル， 隣接す る土地 お よびほかの交通手段 との関係 を取 り扱 う工 学

の分野 であ る” （道路協会 ：基礎交通 工学，p.1（1971） か ら引用 ） として いる。

この ように自動車 への強 い依存 を背景 とした定義 とな っている こ とか ら， ここ

でい う “Traffic Engineering” の 日本語 訳 として は，正確 に は 「道路交 通工学 」

と呼 ぶべ きか もしれ ないが，1955年 に 開催 され た第3回 日本道 路会 議 にお い

て， 「交通工学 」と称 す る ことで合意が な され， それ以 降 それ が定 着 し，現在 に

至 ってい る。

ところで前 述 のア メ リカ交 通工学研 究 会 は，1978年 に 従来 の名 称 を “Insti-

tute of Transportation Engineers（ITE） ” と改 め， そ の機 関誌 もTraffic）

EngineeringをITE Journalと し，また，1965年 出 版 の “Traffic Engineering 

Handbook（ 第3版 ）”も1976年 に は “Transportation and Traffic Engineer-

ing Handbook” と改称 し，その6年 後 に改訂 された第2版 において さ らに内容

の刷新 ・拡 大 を図 って いる。その背景 に は，都市域 にお ける交通問題 の構 造 は

ます ます複雑 さを増 している こ とか ら，その解決 のた めには道路交通 の範 囲 を

越 えて，均衡 の とれ た各種 交通手段 の分担 を図 る ことが要請 され るようにな り，

交通計 画の分野 のみ な らず交通管理 の分野 において もその種 の研究が大 いに進

め られ るよ うにな って きた状 況 が あ る。Transportation Engineeringは ，
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Traffic Engineeringが 主 対 象 と した道路 交通工学 のみ な らず，鉄道 ，航空 ，水

運 ，パ イプ ライ ン輸送 な どを も含 んだ広範 な意味 を有 す るのであ り，最近 アメ

リカ において は，“交通 ”を扱 う総合 的な分野 として “Transportation Engineer-

ing” とい う用語 が多 く用 い られ てい るようで あ る。日本 にお け る交通関連 の実

務 ・研究 の枠組 みは とい うと，上述 のア メ リカの様相 とは若干 異 な りなが ら も，

交通 問題 の解 決のた めに はあ らゆ る交通機 関 を含 めての総 合的 な対 応が必要 で

あ るとい う側 面 は共通 してお り，近 年 その幅の広が り ・内容の充 実 と も顕著 な

ものが あ り，ここでい うTransportation Engineeringに 相 当す る体 系が構築 さ

れ るようになって きた。 それ に対 す る訳語 として は， “運輸工 学”が考 えられ よ

うが，一般 的に認知 され るに至 ってお らず， また未 だ適切 な定義 が なされ るに

至 って いない こ とか ら，Traffic Engineeringの 訳 語 として定着 して きた “交通

工学 ”が，Transportation Engineeringと し ての意 味で用 い られ る場合 もあ る。

こうした状 況の もと，本 書 において は，Traffic Engineeringの 定 義 に基づ い

た交通工学， す なわ ち道 路交通工 学 を直接 の対 象 として，記述 を進 めるこ とに

す る。交通工学 の定義 は前述 の とお りであ るが ，その役割 は，平た く言 うな ら，

「既 存道路施 設 の最 良 の利用 を図 るた めの知識 と技術 を提供 す るこ と」 （越正

毅 ：交通工学 ，24-1，p.52） で ある。 ここで い う “最良” とは， 自動車 ・自転

車 ・歩行者 な どの道路利 用者 に とって安全 ・円滑 かつ快適 で あ るとと もに， 沿

道住 民 な どに とって も道 路 に付 随す る便益 を得，交通 公害 な どの負の便益が 可

能 な限 り小 さ くなる とい う意味 で ある。ここで最 良 とい う言葉 を使 ってい るが，

実 際の交通 の場 において は，達成 すべ き評価項 目相互 が背反的 であ った り， ま

た関連す る主体 も複数 で ある ことが多 くさ まざまな評価視 点が あ った りして，

最 良の策 を見 つ ける ことが実際 に はか な り難 しい。このよ うな場合 であって も，

交通 工学 の立場 としては，安全 ・円滑 ・快適 そ して環境保 全 な どの側面 か ら見

てそれ ぞれに どの よ うな方策が如何 なる効果 を持 ち得 るかの知識体 系 を用意 し

ておか なければ な らないので あ る。
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1.3本 書 の 内 容

本書の内容については，交通工学の守備範囲を勘案の上，大別 してつぎに記

す四つの分野から構成 した。

第1は ，交通計画に関する分野であ り， まず第3章 において交通計画の方法

をその手順にそって要点 を述べる。ついで第4章 では交通需要の将来予測の内

容を，交通量の道路網への配分計算に至るまでの各段階について述べる。 これ

ら交通需要予測に必要な基礎資料 を得 るためには，パーソン トリップ調査，物

資流動調査などを適切に実施する必要があり，これ らの内容については，他の

章において必要 となる調査 とあわせる形で，最後の第12章 において述べること

にする。

第2は ，道路の計画 ・設計に関連する分野であ り， まず第5章 において第1

の分野 とのかかわ りのもとに道路網の構成，路線計画の要点について述べ る。

ついで第6章 において，道路の幾何構造設計方法に関 して，設計区分，横断面

構成，線形，交差点 といった個々の要素ごと，安全 ・円滑 さらには環境 との関

係のもとに記述 を行 う。 これ らの内容 は交通工学の実務 ・研究を介 して得 られ

た知識体系に基づ くものであ り，道路の構造基準 として整理された内容を中心

に説明を加える。

第3は ，交通現象についての理解 ・認識を深める分野あるいは交通工学の各

種局面で基礎 となる分野である。その内容 として，まず第7章 では，道路にお

ける交通流の特性 とその説明モデルなどについて述べ，ついで第8章 では道路

の計画 ・設計 ・運用に当たっての基礎的情報である交通容量について述べる。

第9章 では，特に交通渋滞に焦点 をあて，その発生メカニズムを述べるととも

に現象解析 を通じて把握 された諸特性 についてふれる。また第10章 では，交通

事故および交通公害 をとりあげて，調査 ・分析の方法，対策のあ り方，対策の

効果などについて述べる。 ここで示 した，交通渋滞 ・事故 ・公害 は，道路交通

を考えるときに直面する三つの重要な問題であり，今後 ともその問題軽減 にむ

けての息の長 い，地道な対応が必要 とされるものである。

第4は ，道路交通の運用 ・制御 を行 う分野であ り，各種方法のうちおもなも
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のについて第11章 に記述する。その内容 は，交通信号制御，一方通行などの交

通規制，情報提供などをはじめ として，各種の交通管理手法から構成される。

本書 においては，交通工学のすべての内容 について漏れなく紹介することは

もとよ り不可能であり，交通工学体系の中から相対的に重要な柱 となる内容を

抽出 して記述するにとどめざるを得ない。わが国の交通工学の知識を集大成 し

た もの として，「交通工学ハ ンドブック」（（社）交通工学研究会，1984年 ）があ

り，その構成は交通工学の取 り扱 う具体的な範囲 と対象についての理解を助 け

ると考えられるので，参考のためにその章目次構成を，表1.1に 掲げてお く。

表1.1「 交通工学 ハン ドブ ック」 目次

（（社）交通工学研究会編 ：技報堂 出版 （1984）より）
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第2章

交通および施設整備の推移

2.1交 通 の 推 移

わが国の交通 は， ここ数十年の間に随分大 きな変化 を呈 して現在に至ってい

る。その様子 をいくつかの側面からみることにする。

2.1.1国 内総輸送量の推移

わが国の国内総輸送量 は経済成長に伴って増加 してきた。その変化 は表2.1

に示すように1970年 （昭和45年 ）までの変化が特に大 きいが，それ以降の15

表2.1国 内総輸送量の推移

（注）1． 資料 ，経済企画庁 ・内閣府 ：「国民経 済計 算年報」，運輸 省 ・国土交通 省 ：「陸運統計 要覧」，

総 理府 ・総務省 ：「日本統計年鑑」

2． 国内総生産 は1995年 価格

3． 指数 ：1980年 を100と した場 合

4．1990年 度以降の値 には軽 自動車 を含む。
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